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略す)は,法 定外 目的税 とい う形での導入を念頭に置いているが,バ ーデン ・
ヴュルテンベルグ州の事例のように,法的には目的税でなくとも,同時に地下
水保全プログラムを設け,実 質的には支出計画 と連動させる 「法定外普通税+
地下水保全プログラム」 という形での導入 も可能である。したがって,基 本的
には熊本地下水税を法定外 目的税 として導入することを想定してはいるが,必









1)参 加型税 制の意義 につ いては 植 田[2003]を参照。

















1図の縦軸には価格 ・便益,横 軸には地下水保全事業の供給量が とられている。
SMBkは,大津 ・菊陽町が水田保全事業によって追加的に地下水酒養量を1単
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いる事業の便益(地 下水酒養量の回復 という便益)が 熊本地域の他の市町村に
も拡散する 「スピルオーバー」が発生している。そのため,こ の事業の結果と






























もちろん,す でに分析 したように,熊本市単独での地下水税の導入は,理 論上,
決 して望ましい形での導入とは言えない。 しか し一方で,熊 本市が地下水の恩
恵を享受する最大の受益者であると同時に地下水位の低下に寄与する最大の水








許可量」(ハ ンブルグ市)と 「地下水 の取水量 ・使用量」(オ ランダ,ノ ース ・
ブラバ ン ト県,バ ーデ ン ・ヴュルテ ンベル グ州,ベ ルリン市),と い う2つ の
選択肢 が考え られる。そ こで以下で は,こ れ らの課税標準 とその課税 方式 につ
いてそれぞれ考 察 し,い ず れが熊本市 の地下水税に最 も適合 した もの とな り得
るか を検討 す る。
(1)取水権上の許 可量=【定額制+従 量 制1
取水 権上の許可量 とは.年 問の最大取水許可量の ことである。すで に見 たよ
うに,ド イッのハ ンブル グ市 は,取 水量が この許可量 内である限 りは定額制 を
適用 し,そ の許可量 を超過 して取水 した場合 には,実 際の取水量 に応 じて課税
す る従 量制を適用す る とい う,2つ の課税方式 を組 み合 わせ ている。 また,こ
の課税方式を 「水 の使用量」 に適用 した場合,許 可取水権 とい う形で はな く,
一定期 間内での最大使用量 を別途決定す るとい う点で異 なるが,そ の他 は同様
に適用 で きる。 このよ うな課税方式 には,次 の ような利点が ある。 第1に,許
可量 を超 過 した取水 に課 され る従量税が許可量内に取水 を抑制 しよ うとす るい
わば直接規制 に似た効果 を補完 し,よ り確実な総量規制 が可能 になる とい う点
であ る31。第2に,許 可水 量内で あれ ば,取 水 権 とい う形で一定額 の財 源が確
実 に調達で きるため,そ の部分 に限 っていえば,安 定 した財源 を確保す るこ と
が で きるとい う点で ある。 しか し他方で,次 の ような欠点 ・留意点 もあ り,熊
本地 下水税へ の適合性 については,さ らな る検 討が必要であ る。
① 許可量以下 の取水者 には,地 ド水保全対 策費の受益者(原 因者)か らそ
の受益(寄 与)に 応 じた負担配分が実現 されないた め,許 可量以下の取水
を抑 制す るインセ ンテ ィブが働 かず'1,極論す れば,許 可量 まで は 自由財



















となる、この課税方式は,次 の2つの理由から,熊本地下水税の日的 と最 も整
合的である"。第1に,地 下水保全対策費の受益者(原 因者)か らその受益
(寄与)に応 じた負担配分がなされ ることである。第2に,地 下水位の低下を






② 従量制の採用に伴 う税務行政上のコス トが,場合によっては税収を上回
るおそれがある。
＼な総,需要にな ると指摘 している、
6)こ の点で傾聴すべ き議 論を展 開 してい るもの として,柴 崎 ・中馬 ・高橋[1989]の「許容揚水
量 ・許容限界水位」の決 定要件 に関す る議論がある,、
7)熊 本市で実施されたア ンケー ト調査の結果 も,税 負担の形態について住民 の80%以上が 「使用
量 に応 じた税負担」を選好 していることを示 してい る、
8)Andersen[19941は,排水課徴金制度の国際比較分析を行い,環 境税 が有効 なイ ンセ ンテ ィブ









きず,税 務行政上の困難 を招 くようであらてはならない(能 勢[1986]186
ページ)。望 ましい税務行政を実現するためには,次 の2点 が要請される。そ
の第1は,課 税情報の捕捉であるど これは,地下水税のケースで言えば,対 象
となる井戸と使用量 を的確に捕捉で きるか とい う問題である。熊本市では,県
及び市の地下水保全条例によって,吐 出口の断面積が6m3(直径2。8cm)を
超える井戸設置の届出及び採取量の報告が義務づけられてお り,大部分の課税














る ことが次善の策 と して考え られ る。
② 採取量捕捉の精度 を高めるために,小 規模井戸 を除 くすべての井戸 に量
水器 の設置 を義務づ ける。
以上 の対処法 は,い ずれ も初期 の事務負担が大 きくな る.量 水器 設置 に伴 う
費用 とその後の管理費用がかか る,と い ったデ メリ ッ トはあ るが,以 下に列挙
した点でか な りの メリ ットもあると考 えられ る。
・市全域の地下水 の使用 を把握可能 にす る。
・自家汲み上げす る水利用者か ら徴収す る課税情報 が一元 化され ,長 期的 に
は税務行政上 の負担が小 さ くな る。
・地下水の採取 や利用 に関 して必要な最新情報 や記録資料 を継続 的に創 出 し,
地下水管 理の情報基盤 を強化す るゆ。
・地下水保 全の啓発効果
望ま しい税務行政 を実現す るために要請される第2の 要素 は,行 政効率で あ
る。具体 的に言 えば,税 務当局が投 じる人員や労力 といった 「徴税 コス ト」 と
納 税 者 が 申告 等 に費 や す 時 間や 労 力 とい った 「納 税 コ ス ト(c。mpliance
cost)」を適 切 な レベ ルに抑 え る とい うこ とで あ る(Sandford[1981])。地 下
水税導 入の根拠で ある受益者負担や水利用 の抑制 とい う観点か らい えば,水 道
利用者,事 業用地下水利用者,小 口採取者 といった水利用者 を納税 義務者 とす
る ことが望 ま しい。 またそれは,消 費段 階で の課税 を意味 し,税 源配分の配分
の原 則">から地方税 として も望ま しい ことを意味す る。 しか し,水 道利用者 の
場合 には,徴 税 コス ト ヒー,水 道事業者 を特別徴収義務者 に指定 し,水 道料金 と
合 わせて徴収 ・申告納付 する ことを要請せ ざるを得ない蓋3)。また,こ の特 別徴
























プの環境税は,重視する日的を大別すると 「政策に置 くのか,財 源調達に置く
のか(ま た何のための財源を調達するのか)」という視点で分類されているが,




13)ここでは単純 に図式化 したが,環 境税 の税率決定方法 については,環 境税 の目的だけで な く,








H狭 葬 の 財 源 調 達(cosセcoverhlgch…娃 es)
財 源 調 達 ア プ ロ … チ
皿 広 義 の 財 源 調 達(revem1αr組singtaxes)
タイプ1二 環境政策(incentivetaxes)
これ は,税 収 について は一切考慮 せず,純 粋 に環境負荷 を もた らす経 済活動
の抑制 を 目的 とした環境税である。 この タイプの環境税 の税率決定 には,い わ
ゆ る 「ピグー税14)」と して知 られ る最適課 税 アプローチ(OI)timalaPI)roach)
と 「ボーモル=オ ー ッ税151」と呼ばれる基準 ・価格 アプローチ(standardsand
pricesapproach)161の2つの方法が考 え られ る。前者 の ピグー税を地下水税 と
して表現す る と,地 下水位の低下を引 き起 こしている過度 の水利用 の最 適水準
におけ る私 的限界費用(市 場で評価 されている水利用 に伴 う費用価 格)と 社 会
的限界 費用 との差,す なわち限界外部費用(熊 本市全体が実際に被 ってい る地
下水位 の減少 とい う負の影響を貨幣単位で表 した もの)に 相当す る税額を,1
m3あた りの水利用 に課す税 とい うことになる。つ ま り、 ピグー税 を課す こと
に よって,各 水利用者 の限界削減費用(水 利用 を1m3減 らすため に必 要 とな
る費用)が 均等化 され る と同時に,最 適 な水利用水準 を達成す ることがで きる。
14)ピグーは,『厚 生経 済学』(Pig(》11[1920])において,租 税政策手段 としての課税 を提 唱 した。
ピグー税 ぽ,限 界損害費用の測定が不可能,あ るい は不確実性が大 きい との理由か ら,現実 的な
環境税で はないと言われてい る,イ ギ リスの埋立税 は,最 適課税 アプローチを用 いて税 率を決定
した,い わば ピグー税 を想定 して導入された唯一 の箏例であ る(Ekins[1999]p.47)、
15)Baumoland〔)ates[19711によ・・て提 唱され,最 適汚染水準 の実現 とい う意味で の効率性 をあ
きらめる代わ りに,実 行可能性を高めた税だ といわれ てい る。 この税を想定 した導 入例 としては,
ドイッの排水課徴金があ る.
16)Ekins[1999]は,税をあ る目標水準 を実現す るための道具(instrument)であ ると捉 え,レ`in・




































ら,あ らか じめ必要となる税収総額が 「当面必要となる税収総額」になる。し
たがって,両 タイプの環境税の税率決定方法を財源調達アプローチと呼ぶこと
にする。





① 熊本地域の地下水滴養域 として最 も重要な白川中流域の水田から生じる
外部経済(公 益的機能)を保全する財源の負担を,その事業によって利益
を受ける熊本市の住民及び企業に求めること。




引き起こした原閃への寄与度,対策の緊急性,期 待される効果の大 きさ(財 政


























殺 してしまうという問題である。 もちろん,そ うした現象が実際に生 じるか ど
うかは,移転コス トを中心としたその他の諸要素に依存するため.そ のことを





税という形での導入を再び正当化する根拠の1つ となろう。 しか しいずれにし

















達成 した企業は.生産コス トの削減,競 争力の強化につながるであろデo,。
③ 自主協定制度
これは,節水に関する先進技術等への投資 ・実現を条件に低税率の適用を容
認 し,一定期間中に,例 えば,あ る水準の循環率を実現できなかった場合には
標準税率が適用されるという自主協定を企業側 と締結する措置である(デ ン
マークの炭素 ・エネルギー税のケースで実際に採用されている)。この措置の
19)柴崎 ・高橋 ・中馬,前 掲論文.97ベー ジ.
20)熊本市水保全課[2002]では,`株)九州 目本電気や(財〉化学 及び血清医療法研究所の ように・








関税の引き下げ圧力による外米普及など,厳 しさを増 している。また,こ うし
た状況に加え,農 業の多面的な公益的機能(特 に水源酒養機能〉 という側面に
も着目すれば2",農業用水への課税に何らかの減免措置を講 じることにある程









税収の著 しい減少を引 き起 こすこともないだろう。
5税 収の使途
環境税の税収は,概 して次の2方 向に用いられる傾向がある。1つ は,租税
政策単独の効果以上に環境政策上の効果を高める(厳密には,そ の効果は相互
21)熊本地域 における農業の多面的機能の経済評価 については,浅 野[2003a]を参照 。
22)地下水潤養 とい う点で は,水 稲の作付 けが最適で あるが,国 の減反政策 による生産調整の もと
で は圏難であ るため,飼 料稲の作付け導入が検討されている(笹 倉 「20011)。
23)ただし,熊 本市域(特 に江津湖の西側)の 農地は,減 水深が低いため,地 下水滴養への寄与 は
低い と考 えられてい るため,大 きな効果は期待で きないか もしれ ない。
30(180)第173巻 第2号
に補完 し合 う)ことを目的とした環境関連経費の支出財源 として用いられるこ
とである。そ してもう1つは,他 の公共政策上の目的を実現するために用いら
れることである。後者の典型例としては,環境税の税収を社会保険料の雇用者
負担分を引き下げる財源として用い,そ の削減によって労働 コス トを引 き下げ,
雇用創出を図るとい うものである30。熊本地下水税の場合,以 下で検討するよ
うに,税収は地下水関連経費を賄うだけでなく,農業政策の目的を実現するた
めの財源としても用いられ得る。 しか し,地下水税を目的税 として導入する場







能の回復に関する対策 として,水源潤養林等の造成,地 下水の澗養に配慮 した
公共事業の推進,雨水浸透施設の整備,水 田を活用 した酒養事業の推進,人 口
漉養の検討といった種々の酒養事業の推進が挙げられているが,白 川中流域の
既存農地をできる限 り活用した方策(湛 水を伴 う営農)が最優先課題であると
同時に最 も有効であることが指摘されている(市川[2003]〉。 しか し,現在の
減反政策による生産調整や助成金体系のもとで,白 川中流域の農家に対 して,
何の補償 もなく私的財である農地の用途変更を強制す るような政策を実施する
ことはで きない25)。そこで,白 川中流域の農家に水田作付けや湛水(=地 下水








金』 とい う形で の支 出が必要 とな る。 この ような支 出は,清 水[2001]が税収
の使途 に関す る留意点 と して挙げてい る 「一般 的な農業振興や農村政策 に埋 没
させ る支 出」 には該 当 し得 ない。それ は,第 且節ですで に述べた ように,経 済
学 で は通常,外 部経 済が 発生 して い る場 合 には.そ の活動 に対 して補 助 金
(「ピグー的補助金」 と呼ばれ る)を 与えて奨励す ることが正当化されてい るか
らで ある、つ ま り,今 回の ケースでいえば,農 業(水 田の作付 け)の 公益 的機
能(地 下水酒養機能)を 保 全する活動 に対 して,受 益者負担を根拠 に協 力金 と
い う形で 中流域の農家 に支出する ことが正 当化 され るのであ る。 したが って,
地下水税収の一部を協 力金 として支 出す る ことは,地 下水の回復 ・保 全だけで
な く,農 業の振興に寄 与する とい う意味で,熊 本地下水税 は環境政策 と農業 政
策 の統合 を志向 した税財 政制度 として設計で きよう。
税収の使途に関す るもう1つ の選択肢 は,高 知県の森林環境税26シで その重 要
性が主張されている広 報 ・啓 発(教 育)事 業 とい った ソフ ト面 の整備財源 とす
る ことであ る。 これは,仮 に環境 税 の税 率が環境負荷 の抑制 を促 す インセ ン
テ ィブを生 む とは考 え に くい水準 にあ った と して も,税 制 自体 が もつ教 育効
果7♪に加えて,そ の税収で創設 した基金で賄 う教育 プロ グラム(環 境問題 の存
在や問題解 決へ の有 力な代 替方策 につ いて公衆や 関係 者 を教育 す る運動 や計
画)と 組 み合わせ る ことで環境政策上の効果 を十分引 き出せ る可能性が あると
指摘 されてい るか らであ る28}。特 に,前 項 で示唆 した財源調 達 アプローチ に
よ って地 下水税 の税率 を決定 した場 合,納 税者 の節水意識 の向上,水 利用の抑
制効 果 とい う意味で は必ず しも有効 な税 率が適用 され るとは限 らないため,地



















本市側から急激な開発が行われ,市 街地や宅地が農地に侵食 して広が り.現在
ではその面積が両町で600haに及んでいる。また,熊 本市域でも酒養地であ





業 ・方策を講 じたとしても,一方で市街化の拡大,農 地の減少が進行するよう

















私権の制限も含めた所有 ・用途 ・目的に応 じた社会的規制 と環境配慮を土地利
用計画に組み込む必要があろう。環境税との関連でいえば,既存の固定資産税
に農地の市街地 ・宅地転換に対 して課税する土地転換税ないし開発税 としての
要素を組み入れ,潜 在的開発者に支払意思額と税とを比較させ.自 主的な判断
による参入退出を求めることも一案である。そのことは,環境政策の基本原則
である原因者負担に立脚 していると同時に,税体系全体を環境に配慮 した もの
へと変えてい く環境税制改革の理念にもかなう。











30)塩 谷[2002]は,大 津 町 と菊 陽 町 は熊 本 市,熊 本 空 港 ,九 州 縦 貫 自動 車 道 な どか ら程 近 く,広
大 な 土 地 と豊 富 な 地 下 水 に 恵 ま れ て い る こ とか ら,早 くか ら住 宅 団 地 や 工 業 団 地 が 造 成 さ れ て き
た こ と,ド 流域 の 地 下 水 保 全 の た め に上 流域 の 開 発 が 制 約 さ れ る こ と につ い て は 今 な お 「温 度
差 」 が 残 って い る こ とな どか ら,特 に 開発 圧 力 が 高 い この 地 域 の 土 地 利 用 を この指 針 だ け で 規 制
す る こ とは きわ め て 困 難 だ と指 摘 して い る、,
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